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(様式１)

（31）障害者福祉、老人・福祉医療事業

番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分 経過措置 番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分 経過措置

１ 障害者計画 ○ ○ ○ Ｂ 21
身体障害者・障害児者居宅介護支援費　（支
援費制度）

○ ○ ○ Ｂ

２ 心身障害者居室整備資金貸付事業 × ○ ○ Ｃ 22
知的障害者地域生活援助支援費　（支援費制
度）

○ ○ ○ Ｂ

３
身体障害者・知的障害者デイサービス支援費
（支援費制度）

○ ○ ○ Ｂ 23
身体障害者・障害児者特別措置経費　（支援
費制度）

○ × ○ Ｂ

４
身体障害者・障害児者短期入所支援費　（支
援費制度）

○ ○ ○ Ｂ 24 身体障害者・知的障害者施設訓練等支援費 ○ ○ ○ Ｂ

５ 身体障害者・知的障害者福祉費各種補助金 ○ ○ ○ Ｂ ※ 25 知的障害者身障相互利用措置費 ○ × × Ｂ

６ 身体障害者・知的障害者相談員 ○ ○ ○ Ｂ 26 知的障害者公費負担医療費 ○ ○ ○ Ｂ

７ 心身障害者扶養共済制度事務 ○ × × Ｂ 27 身体障害者生活支援事業 ○ × ○ Ｂ

８
民間小規模作業所・小規模通所授産施設運営
費補助事業

○ × × Ｂ 28 身体障害者生活環境改善事業 ○ ○ × Ｂ

９ 身体障害者・知的障害者交通費補助事業 ○ × ○ Ｂ 29 障害児通園（デイサ－ビス）事業費補助金 ○ × × Ｂ

10 重度身体障害者通院移送費給付事業 ○ ○ ○ Ｂ 30 知的障害者就労環境支援事業 ○ × × Ｂ

11 社会参加促進事業 ○ × × Ｂ 31 在宅障害児者地域生活支援事業 ○ × × Ｂ

12 身体障害者訪問入浴サービス事業 ○ × × Ｂ 32 重症心身障害児者通園事業 ○ × × Ｂ

13 身体障害者老人デイサービス相互利用事業 ○ ○ × Ｂ 33 療育手帳交付事務　（異動処理含む） ○ ○ ○ Ｂ

14
身体障害者知的障害者デイサービス相互利用
事業

○ × × Ｂ 34 療育援助費 ○ ○ ○ Ｂ

15 成年後見制度利用支援事業 ○ × × Ｂ 35 身体障害者・知的障害者施設指導監査 ○ × × Ｂ

16 知的障害者生活支援事業 ○ × × Ｂ 36
身体障害者および知的障害者福祉施設の整備
設置許可

○ × × Ｂ

17 障害児放課後等対策事業 ○ × × Ｂ 37 緊急通報システム関係 ○ ○ × Ｂ

18 支援費制度施行経費 ○ ○ ○ Ｂ 38 手話通訳関係事務 ○ × × Ｂ

19 支援費制度の指定事業者の指定 ○ × × Ｂ 39 各種大会関係 ○ × × Ｂ

20 指定居宅支援事業者等の指導・監査 ○ × × Ｂ 40 障害者週間促進事業関係 ○ × × Ｂ

（注１）該当する項目（事務事業名等）を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）「区分」欄には、調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：統一、Ｃ：廃止）

（注３）「経過措置」欄には、調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に※印を表示。

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　（案）　総　括　表

福祉専門部会
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番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分 経過措置 番号 項 目 （ 事 務 事 業 名 等 ） 秋田市 河辺町 雄和町 区 分 経過措置

41 身体障害者手帳交付事務　（異動処理含む） ○ ○ ○ Ｂ 61 心身障害者医療費助成事業 ○ ○ ○ Ｂ

42 身障・知的統計関係（報告） ○ ○ ○ Ｂ 62 ひとり親家庭等医療費助成事業 ○ ○ ○ Ｂ

43
社会福祉審議会障害者専門分科会審査部会関
係

○ × × Ｂ

44 減免・割引各種証明事務 ○ ○ ○ Ｂ

45 更生医療の給付 ○ ○ ○ Ｂ

46 福祉手当 ○ ○ ○ Ｂ

47 更生訓練費給付 ○ ○ × Ｂ

48 育成医療給付 ○ × × Ｂ

49
身体障害者更生援護施設入所者就職支度金支
給

○ ○ × Ｂ

50 重度身体障害者（児）日常生活用具給付 ○ ○ ○ Ｂ

51 障害児福祉手当 ○ ○ ○ Ｂ

52 進行性筋萎縮症者療養等給付 ○ ○ × Ｂ

53 身体障害者自動車運転免許取得費助成 ○ ○ ○ Ｂ

54 身体障害者（児）補装具の交付及び修理 ○ ○ ○ Ｂ

55 特別障害者手当 ○ ○ ○ Ｂ

56 身体障害者用自動車改造費助成 ○ × × Ｂ

57 特別児童扶養手当 ○ ○ ○ Ｂ

58 老人保健（医療適正化対策）事業 ○ ○ ○ Ｂ

59 老人保健事務（医療） ○ ○ ○ Ｂ

60 乳幼児医療費助成事業 ○ ○ ○ Ｂ ※

（注１）該当する項目（事務事業名等）を実施している市町には○印、実施していない場合は×印を表示。

（注２）「区分」欄には、調整方針（案）の区分を表示。（Ａ：現行どおり、Ｂ：統一、Ｃ：廃止）

（注３）「経過措置」欄には、調整方針（案）で経過措置を講じることとした場合に※印を表示。
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(様式２)

（31）障害者福祉、老人・福祉医療事業 福祉専門部会

秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

１　障害者計画 【目的・概要】
「秋田市障害者プラン（改訂版）」
（平成14年３月改訂）
計画実施期間：平成14年～17年度
本市の障害者支援のための総合計画で
ある「秋田市障害者プラン改訂版」
は、すでに策定されている「秋田市エ
ンゼルプラン改訂版（平成13年３月策
定）」・「秋田市高齢者プラン改訂版
（平成13年３月策定）」と同様に、秋
田市保健福祉長期計画「けやきのまち
のしあわせプラン（平成６年３月策
定）」の部門計画である「秋田市障害
者プラン（平成10年２月策定）」を見
直ししたものである。

【概要】
「福祉の充実した健康なまちづくり」
を推進するため、環境づくり、自立の
促進、社会参加の３点を基本目標と
し、施策の重点的な推進を図るため障
害者計画を平成15年度に策定する。
【活動内容等】
○協議会の事務
・障害者計画および障害者福祉施策の
推進に関すること
・その他障害者福祉に係る重要事項に
関すること
【委員等の構成】
議会代表、会長会代表、医師代表、社
会福祉施設代表、民生委員

【概要等】
「雄和町障害者福祉計画」を平成16年
度策定予定である。
雄和町障害者支援のための「雄和町障
害者福祉計画」を平成11年３月に策定
し、それに基づき関連事業を実施して
きた。
平成16年に現計画を見直しを行うもの
である。

秋田市は、障害者プ
ランを平成13年度に
見直し、計画実施期
間を平成14年～17年
度としているが、河
辺町は、平成15年度
に、雄和町は平成16
年度に見直しを予定
しており、計画の実
施期間等の調整が必
要

合併時に秋田市の制
度（プラン）に統一
する。なお、17年度
に新しい障害者計画
を策定する。

２  心身障害者居室整備資
　金貸付事業

平成10年度から廃止 【目的】
障害者福祉の増進を図るため、心身障
害者住宅整備資金の貸付を行う。
【対象者】
町内に居住し、重度身体障害者と同居
する者で、住宅の整備を必要とし、自
力で整備を行うことが困難な者とす
る。
【内容】
・貸付金の限度額  1戸当り150万円
・貸付けの条件
①貸付の利率：年３%又は資金運用部
資金の貸出利率のいずれか低い方
②据置期間：１年以内
③償還期間：据置期間終了後９年以内
④償還方法：半年賦元利均等償還
⑤延滞利息：償還期日を経過した日か
ら年10%の割合を乗じて計算した額

【目的】
心身障害者福祉の増進を図るため住宅
整備資金の貸付を行う。
【対象者】
雄和町に居住する心身障害者と同居す
る親族で障害者向けに居室等の増改築
または改造を必要とし、自力で整備を
行うことが困難な者
【内容】
・貸付限度額：１戸当り150万円
・貸付利率： 財政融資資金の貸出利
率
・償還期間：据置期間２年以内それを
経過後８年以内
・償還方法：元利均等半年賦
・滞納利息 ：償還期日を経過した日
から年10%の割合を乗じて算定した額

秋田市においては既
に平成10年度から廃
止している。

合併時に事業を廃止
する。

行　政　制　度　等　の　調　整　方　針　（案）

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）
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秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

３  身体障害者・知的障害
　者デイサービス支援費
　（支援費制度）

【概要】
在宅の障害者を対象に、創作的活動、
機能訓練、入浴や給食サービス等を行
い、在宅福祉サービスを推進する。
(機能訓練および家族の介護負担の軽
減を図る)
【対象者】
秋田市に居住する18歳以上の在宅の障
害者
【利用料】
・入浴代　350円・食事代　350円
・上記のほか、利用者、扶養義務者の
所得税額等にて利用者負担額が発生す
る。
【経費負担】
国　1/2

【障害者デイサービスの概要】
在宅の障害者に対して、通所による創
作的活動や日常生活機能訓練、レクリ
エーションなどを行う。
【支援費の支給対象者】
在宅の身体障害者で、支援費の支給決
定を受けたものがサービスを利用した
場合に支給する。

【概要】
在宅の障害者を対象に、創作的活動、
機能訓練、入浴や給食サービス等を行
い、在宅福祉サービスを推進する。
(機能訓練および家族の介護負担の軽
減を図る)
【対象者】
秋田市に居住する18歳以上の在宅の障
害者
【利用料】
・入浴代　350円・食事代　350円
・上記のほか、利用者、扶養義務者の
所得税額等にて利用者負担額が発生す
る。
【経費負担】
国　1/2　県1/4

合併時に秋田市の制
度に統一する。

４  身体障害者・障害児者
　短期入所支援費（支援費
　制度）

【内容】
在宅の身体障害者・知的障害児者を介
護している家族が、病気や旅行等の理
由により居宅介護が一時困難になった
場合、および障害者本人が訓練を受け
る場合、一時的に施設に入所すること
により、福祉の向上を図る。
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額が発生する。
【経費負担】
国　1/2

【内容】
在宅の身体障害者・知的障害児者を介
護している家族が、病気や旅行等の理
由により居宅介護が一時困難になった
場合、および障害者本人が訓練を受け
る場合、一時的に施設に入所すること
により、福祉の向上を図る。
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額が発生する。
【経費負担】
国　1/2、県　1/4

【内容】
在宅の身体障害者・知的障害児者を介
護している家族が、病気や旅行等の理
由により居宅介護が一時困難になった
場合、および障害者本人が訓練を受け
る場合、一時的に施設に入所すること
により、福祉の向上を図る。
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額が発生する。
【経費負担】
国　1/2、県　1/4

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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秋　　　  田　　　  市 河　　　  辺  　　　町 雄　　　  和  　　　町

項　　　　  目
（ 事 務 事 業 名 等 ）

現　　　　　　　　　　　　　　      況
課　　　　題 調整方針（案）

５  身体障害者・知的障害
　者福祉費各種補助金
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
障害者の福祉向上のため各種行事や市
身体障害者協会、手をつなぐ親の会等
に補助し、障害者の自立と社会参加を
促進する。
【概要】
○（運営補助）
・秋田市身体障害者協会　448千円
・秋田市手をつなぐ親の会　200千円
・国立療養所秋田病院本荘愛育園協力
会　130千円
○各種大会補助については東北大会以
上のものに限定

【概要】
河辺町身体障害者協会（河辺町身友希
望の会）・河辺町手をつなぐ親の会等
が実施する活動に対して補助金等を交
付する。

【事務手順】
団体からの補助金交付申請により、補
助金を交付する。
【平成14年度交付額】
・河辺町身友希望の会(補助金)
　135千円
・南秋田・河辺郡身体障害者協会
　24千円
・秋田県身体障害者福祉協会(負担金)
　６千円
・河辺町手をつなぐ親の会(補助金)
　45千円
・南秋田・河辺郡手をつなぐ親の会
（負担金）　８千円
・国立療養所秋田病院本荘愛育園協力
会　10千円
・県障害者雇用促進協会　６千円

【目的】
障害者の福祉向上のため各種行事や南
秋河辺郡身体障害者協会、手をつなぐ
親の会などに負担金を支出し、障害者
の自立と社会参加を促進する。
【概要】
・南秋田河辺郡身体障害者協会負担金
　19千円
・南秋田河辺郡手をつなぐ親の会負担
金　７千円
・国立療養所秋田病院本荘愛育園協力
金　10千円
・秋田県身体障害者福祉協会(負担金)
　６千円
・県障害者雇用促進協会　６千円

・地域団体への補
助・上部組織団体へ
の補助など組織上重
複する部分がある。
・各種団体の統合や
合併も踏まえ補助対
象、補助額、補助内
容の統一をはかる必
要がある。

平成16年度中は現行
どおりとし、平成17
年度から秋田市の制
度に統一する。

６　身体障害者・知的障害
　者相談員

【目的】
障害者や保護者からの各種相談に応
じ、助言や指導などを行うとともに、
福祉事務所などの行政機関に協力し、
障害福祉について積極的に啓発・普及
活動をすすめ、地域活動推進の中心的
担い手となることを目的とする。
【概要】
市内在住の身体障害者の方や知的障害
者の保護者に秋田市が相談員業務を委
託
・委嘱は２年ごとに更新、市長が委嘱
（平成15年４月更新）
・年間24,600円（上期・下期に半額）
・上期・下期に活動状況報告の提出
・年１回以上の研修会を実施
・身体障害者相談員　42名
・知的障害者相談員  ５名

【目的】
身体、知的障害者相談員が心身障害者
地域活動の中核となり、その活動の推
進や障害者やその家族からの相談に応
じ、必要な指導・助言等を行う。
【概要】
町長が推薦した者を、秋田県知事が業
務委託する。
・身体障害者相談員　３人
・知的障害者相談員　１人
・年額　24,600円
・支払時期　　３月
・任期　　17年３月

【目的】
障害者や保護者からの各種相談に応
じ、助言や指導などを行うとともに福
祉事務所などの行政機関に協力し、障
害福祉について積極的に啓発・普及活
動を進め、地域活動推進の中心的担い
手となることを目的とする。
【概要】
町内在住の身体障害者の方や知的障害
者の保護者の方に県で相談員業務を委
託
委員は２年ごと更新
・身体障害者相談員　２名
・知的障害者相談員　１名
・年額　24,600円
・支払時期　　３月

・両町の相談員につ
いて、合併時に秋田
市長から改めて委任
する必要がある。
・任期途中の合併の
ため報酬の支払いに
ついて県との協議が
必要
（両町の相談員報酬
は県より支出）
・相談員の適正数や
配置について協議が
必要

合併時に秋田市の制
度に統一する。（河
辺町、雄和町分につ
いては、秋田県より
事務移譲を受け
る。）
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７　心身障害者扶養共済制
　度事務

【主な業務】
秋田県心身障害者扶養共済制度の手続
きの受付窓口となる。
※秋田市は、県で実施している掛金の
減免措置の他に、下記のように掛金の
一部を給付している。
【目的】
秋田県心身障害者扶養共済制度条例
（昭和45年秋田県条例第13号。以下
「県条例」という。）に規定する心身
障害者扶養共済制度（以下「共済制
度」という。）に加入している低所得
者の納付する掛金の一部について、秋
田市心身障害者扶養共済制度掛金給付
金（以下「給付金」という。）を給付
することにより、共済制度への加入促
進を図り、心身障害者の生活の安全と
福祉の増進に寄与すること

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

８　民間小規模作業所・小
　規模通所授産施設運営費
　補助事業
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
在宅で一般雇用が困難な障害者が通所
して作業訓練や生活指導を受ける小規
模作業所や小規模授産施設に運営費を
補助する。
【補助対象施設】
○小規模作業所
（知的）４、（身体）２
○小規模通所授産施設
（知的）２、（身体）１
【民間小規模作業所運営費補助基準
額】（市単独）
運営費＋設備費＋重度加算をもって算
定
【小規模通所授産施設運営費補助基準
額】（国 1/2）
１ｶ所当たり国庫補助基準額：年間
11,000千円

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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９　身体障害者・知的障害
　者交通費補助事業
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
身体・知的障害者（児）の社会参加と
生活圏の拡大を図る。
【概要】
秋田市に居住するバス利用可能な在宅
者で、第１種身体障害者もしくは12歳
未満の身体障害児を介護する者、又
は、療育手帳Ａの交付を受けている者
もしくは療育手帳Ｂの交付を受けてい
る12歳未満の知的障害児を介護する者
に対し、秋田市営乗合自動車運賃およ
び秋田中央交通乗合自動車運賃を無料
化するもの

未実施 【目的】
雄和町に居住する心身障害児（者）に
対し、通勤に要する乗り合い自動車運
賃の一部を支給し、社会復帰の促進、
経済的負担の軽減を図る。
【内容】
１ヵ月の通勤に要する運賃の1/3を支
給。ただし、限度を１万円とする。
【事業費】   180千円
受給者　２名

１市２町で事業内容
が異なるため、調整
が必要

合併時に秋田市の制
度に統一する。

10　重度身体障害者通院移
　送費給付事業
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
重度障害者の通院加療の利便性を図る
ため、タクシー代を助成する。
【概要】
身体障害者手帳や療育手帳を所持して
いる者はすべて、タクシー乗車時に手
帳を見せることで、料金が1割引にな
る。
さらに、下記の者が病院に通院すると
きは、秋田市単独事業として移送費を
一部補助している。
○対象者
内部障害の身体障害者手帳等級１級の
者
下肢・体幹・視覚障害の身体障害者手
帳等級１～３級の者
○割引額
１回につき580円の割引。割引券は月
４枚、年間48枚を限度に交付
16年度以降人工透析を行っている障害
者について、割引券交付枚数を16枚／
月に拡充予定

【概要】
人工透析療法を受けるために通院され
ている方々の経済的負担を軽減するた
めに、通院費の一部を助成する。
【支給対象者】
次の項目を全て満たす者が対象とな
る。
○河辺町に住所を有する者
○通院治療のために、月８日以上通院
している者
○通院費に関して、他の制度の補填を
受けていない者
【助成金額】
月額 10,000円
毎年７月、11月および３月に、その前
月までの分について本人の口座に振込
する。
対象者数　　18名(自動車使用は15名
ほど。うち、９～10名は本人運転、そ
れ以外は家族や知人）

【目的】
町内居住の在宅透析治療者の経費の軽
減および、精神的負担の軽減を図り
もって、自立支援を目的とする。
【内容】
人工透析のための通院日数10日以上の
場合：月額５千円支給
人工透析のための通院日数８日以上10
日に満たない場合：月額４千円支給
いずれも申請による。
対象者数　　11名
（すべて自動車使用、うち５名は本人
運転）
【15年度予算額】
600千円

両町の人工透析患者
への給付事業の検討
を含めて調整が必要

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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11　社会参加促進事業 【概要】
障害者が住み慣れた社会の中で自立
し、社会に参加できるようにするため
に必要な援助を行い、障害者の自立と
社会参加を促進する。
【事業の種類】
①手話奉仕員養成事業
②手話通訳者設置事業
③声の広報・点字広報等発行事業
④障害者スポーツ教室開催事業
⑤障害者スポーツ大会開催事業
⑥自動車免許取得、自動車改造助成事
業（別記）

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

12　身体障害者訪問入浴
　サービス事業

【目的】
居宅において入浴が困難で移送に耐え
られない等の事情がある在宅の身体障
害者に、訪問により居宅において入浴
サービスを提供する。
【概要】
訪問入浴車を派遣し、バイタルチェッ
ク、清拭、入浴を行う。
【対象者】
秋田市に居住する在宅の18歳以上65歳
未満の身体障害者。ただし、介護保険
給付対象者は除く。
【利用料】
・実費350円
【委託料】
１回につき12,500円から利用者負担額
を控除した額
【負担割合】
国　1/2

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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13　身体障害者老人デイ
　サービス相互利用事業

【概要】
在宅の障害者を対象に、機能訓練、入
浴や給食サービス等を行い、在宅福祉
サービスを推進する。
【対象者】
秋田市に居住する18歳以上の在宅の身
体障害者。ただし、原則として介護保
険給付対象者を除く。
【委託法人】
社会福祉法人晃和会　外12法人
【利用料】
・入浴代　350円
・給食代　350円
・上記のほか、利用者、扶養義務者の
所得税額等にて利用者負担額が発生す
る。

【概要】
在宅の身体障害者に対して、通所によ
る創作的活動や日常生活機能訓練、レ
クリエーションなどを提供することに
より、身体障害者の自立と社会参加を
促進し、もって身体障害者の福祉の増
進を図ることを目的とする。
【対象者】
在宅の身体障害者で、必要と認められ
る者
【実施主体】
町が適切と認められる事業者・施設に
委託して行う。ただし、当該事業者・
施設が支援費制度における指定（基準
該当）事業者である場合は、支援費制
度による身体障害者デイサービスを行
うものとする。

未実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

14　身体障害者知的障害者
　デイサービス相互利用事
　業

【概要】
在宅の障害者を対象に、機能訓練、給
食サービス等を行い、在宅福祉サービ
スを推進する。
【対象者】
秋田市に居住する18歳以上の在宅の身
体障害者。ただし、原則として介護保
険給付対象者を除く。
【委託法人】
社会福祉法人秋田育明会
【利用料】
・給食代　350円
・上記のほか、利用者、扶養義務者の
所得税額等にて利用者負担額が発生す
る。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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15　成年後見制度利用支援
　事業

【目的】
支援費制度利用等の観点から、成年後
見制度の利用が有効と認められるにも
関わらず、理解が不十分であることや
費用負担が困難なことなどから、本制
度により成年後見制度利用を支援す
る。
支援費制度を利用し、又は利用しよう
とする身寄りのない知的障害者等で
あって、次のいずれにも該当する者
①知的障害者福祉法第27条の３の規定
に基づき、民法第７条（後見開始の審
判）、同法第11条（保佐開始の審
判）、同法第14条第１項（補助開始の
審判）等の規定する審判の請求を行う
ことが必要と認められる者
②後見人等の報酬等必要となる経費の
一部について、助成を受けなければ成
年後見制度の利用が困難と認められる
者
【経費負担】　国　1/2

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

16　知的障害者生活支援事
　業

【目的】
知的障害者生活支援センターに生活支
援ワーカーを配置して、知的障害者の
家庭や職場等を訪問し、本人の生活上
の相談等に応ずるとともに、金銭や衣
食住に関する問題の解決など地域生活
に必要な支援を行う。
・実施主体：秋田市
・委 託 先：いずみ会
・実施施設：知的障害者通所授産施設
（ウェルビューいずみ通所センター）
・実施予定：平成15年12月
・登録者：概ね25人程度
【対象者】
原則として就労している知的障害者
で、アパート、マンション福祉ホーム
で生活している者およびグループホー
ム利用者

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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17　障害児放課後等対策事
　業

【目的】
障害児の健全育成をはかるため、放課
後や長期休業期間中の育成指導を行
い、保護者の精神的、肉体的、経済的
負担の軽減により、障害児およびその
家庭の福祉の向上を図る。
・実施主体：秋田県
・実施場所：県立栗田養護学校（知的
障害養護学校）
・対 象 者：栗田養護学校在籍者で秋
田市に居住している者
・実 施 日：放課後および夏期・冬
期・春期休みの日中
・委 託 先：高清水園
【費用負担割合】
秋田県：1/2
保護者：1/4
秋田市：1/4　県要綱および協定書に
よる市町村負担分を積算するもの

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

18　支援費制度施行経費 【目的】
社会福祉基礎構造改革の一つとして、
平成15年度から障害者福祉サービス
が、従来の行政が内容等を決定する
「措置制度」から利用者の立場に立っ
た「支援費制度」に切り替わったた
め、制度の円滑な施行を図る。
【概要】
平成15年度から、身体障害者の施設・
在宅サービス、知的障害者の施設・在
宅サービス、障害児の在宅サービス
が、従来の措置制度から支援費制度
（利用契約制度）に移行した。
○居宅サービスの支給調査・決定（毎
年実施）
○施設サービスの支給調査・決定（３
年に１回）15年度全員
○新規申請者の支給調査
○平成14年度に構築した電算システム
の適正な運用

【目的】
平成15年度からの支援費制度の開始に
伴い、制度の円滑な施行に資するため
の経費
【予算内容】
・印刷費（受給者証、啓発用パンフ
レット等）250千円
・消耗品費50千円
【参考】
○支援費予算（平成15年度当初）
・居宅介護支援費（身・知・児）
　　　　　　　　　　　　 　630千円
・短期入所支援費（身・知・児）
　　　　　　　　　　　　 　320千円
（デイサービスは委託料として計上）
・身体障害者施設訓練等支援費
　　　　　　　　　　　  21,000千円
・知的障害者施設訓練等支援費
　　　　　　　　　　　  78,600千円

【目的】
平成15年度から障害者福祉サービス
が、従来の行政の決定する「措置制
度」から障害者自らサービス選択する
「支援費制度」に変更されたため制度
の円滑な施行を図る。
【概要】
身体障害者の施設・在宅サービス、知
的障害者の施設・在宅サービス、障害
児の在宅サービスが支援費制度に移行
し、それぞれサービスの申請に伴う調
査、決定業務を円滑に実施

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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19　支援費制度の指定事業
　者の指定

【概要】
居宅支援事業者ならびに身体障害者更
生施設等および知的障害者更生施設等
を、厚生労働省令および指定居宅支援
事業者ならびに指定身体障害者更生施
設等および指定知的障害者更生施設等
の指定等に関する規則の定めるところ
により指定する。
【事務】
・指定申請受理および指定決定
・指定した事業者の公示
・変更の届出受理
・指定辞退の届出受理
・関係者に対する情報提供
指定居宅事業者および指定身体障害
者・指定知的障害者更生施設等の指定
は県との事務引継事項

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

20　指定居宅支援事業者等
　の指導・監査

【概要】
市町村の支援費支給事務等の円滑かつ
適正な運営と、指定居宅支援事業者お
よび指定施設の一定の質の確保（指定
基準の遵守状況）を図る観点から、指
導および監査を実施する。
【事務の内容】
指導形態
①集団指導
②書面指導
③実地指導
● 国からの「指定事業者等指導指
針」および「指定事業者等監査指針」
に基づき実施

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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21　身体障害者・障害児者
　居宅介護支援費（支援費
　制度）

【目的】
日常生活を営むことに支障のある身体
障害者・障害児・知的障害者の世帯に
ホームヘルパーを派遣し、身体介護や
家事援助などのサービスを行うことに
より、自立と社会参加を推進すること
を目的とする。
【概要】
入浴等の身体介護や、炊事等の家事援
助を必要とする身体障害者・障害児・
知的障害者の家庭にホームヘルパーを
派遣し、日常生活を支援する。また、
重度視覚障害者と全身性障害者の移動
介護を行うためガイドヘルパーを派遣
する。

【身体障害者居宅介護の概要】
在宅の身体障害者に対して、ホームヘ
ルパーによる入浴・排せつや食事など
の身体介護や調理・洗濯や掃除などの
家事援助のサービスを行う。
また、車いす利用者、視覚障害者、脳
性まひなどの全身性障害者の方の外出
を支援するサービスも行う。
【障害児居宅介護の概要】
在宅の障害児に対して、ホームヘル
パーによる入浴・排せつや食事などの
身体介護や調理・洗濯や掃除などの家
事援助のサービスを行う。
【児童居宅介護支援費の支給対象者】
在宅の障害児の保護者等で、支援費の
支給決定を受けたものがサービスを利
用した場合に支給する。

【目的】
日常生活を営むことに支障のある身体
障害者・障害児・知的障害者の世帯に
ホームヘルパーを派遣し、身体介護や
家事援助等のサービスを行うことによ
り、自立と社会参加を推進することを
目的とする。
【概要】
入浴等の身体介護や、炊事等の家事援
助を必要とする身体障害者・障害児・
知的障害者の家庭にホームヘルパーを
派遣し、日常生活を支援する。
【経費負担】
国1/2、県1/4

合併時に秋田市の制
度に統一する。

22　知的障害者地域生活援
　助支援費（支援費制度）

【目的】
地域の中にあるグループホームでの生
活を望む知的障害者に対し、日常生活
における援助等を行い、地域での自立
生活を助長するものである。
【概要】
施設入所者および施設入所を希望して
いる在宅の知的障害者が、アパートな
どで、世話人による食事提供等の援助
を受けながら、地域での自立した共同
生活の場であるグループホームでの生
活を支援する。
【対象者】
知的障害者（15才～60才）
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額が発生する。
【経費負担】
国　1/2

【目的】
地域の中にあるグループホームでの生
活を望む知的障害者に対し、日常生活
における援助等を行い、地域での自立
生活を助長するものである。
【概要】
施設入所者および施設入所を希望して
いる在宅の知的障害者が、アパートな
どで世話人による食事提供等の援助を
受けながら、地域での自立した共同生
活の場であるグループホームでの生活
を支援する。
【対象者】
知的障害者（15歳～60歳）
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額発生
【経費負担】
国1/2  県1/4

【目的】
地域の中にあるグループホームでの生
活を望む知的障害者に対し、日常生活
における援助等を行い、地域での自立
生活を助長するものである。
【概要】
施設入所者および施設入所を希望して
いる在宅の知的障害者が、アパートな
どで世話人による食事提供等の援助を
受けながら、地域での自立した共同生
活の場であるグループホームでの生活
を支援する。
【対象者】
知的障害者（15歳～60歳）
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額発生
【経費負担】
国1/2  県1/4

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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23　身体障害者・障害児者
　特別措置経費（支援費制
　度）

【目的】
市町村は、支援を必要とする者が、や
むを得ない事由により、支援費の支給
を受けることが著しく困難であると認
める場合、措置を行う。
【概要】
単独で支援費支給申請をすることが著
しく困難である障害者の介護をしてい
る者が、急に死亡し、障害者ひとりと
なり、周囲からの支援も期待できない
場合であって、緊急にサービスを必要
とする場合等
○居宅介護等の措置
（対象）居宅介護・デイサービス・短
期入所
○施設入所等の措置
【経費負担】
国　1/2

未実施 【目的】
市町村は、やむを得ない事由により支
援費の支給を受けることが著しく困難
であると認める場合、措置を行う。
【概要】
単独で支援費支給申請をすることが著
しく困難である障害者の介護をしてい
る者が、急に死亡し、障害者一人とな
り周囲からの支援も期待できない場合
であり、緊急にサービスを必要とする
場合など
【経費負担】
国1/2  県1/4

合併時に秋田市の制
度に統一する。

24　身体障害者・知的障害
　者施設訓練等支援費

【目的】
身体障害者更生・療護・授産施設およ
び知的障害者更生・授産施設・通勤寮
において、治療・指導・訓練等の施設
サービスを利用することにより、自立
と社会経済活動への参加を促進する。
【概要】
上記施設に入所又は通所により利用し
た際に、それに要する費用を支給す
る。
【対象者】
身体障害者・知的障害者
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額が発生する。

【身体障害者施設訓練等の概要】
満18歳以上の身体障害者は、下記の施
設に入所（通所）し、その種別に応じ
た訓練を受けることができる。
①身体障害者更生施設
②身体障害者療護施設
③身体障害者授産施設
【知的障害者施設訓練等の概要】
満18歳以上の知的障害者は、下記の施
設に入所（通所）し、その種別に応じ
た訓練を受けることができる。
①知的障害者更生施設
②知的障害者授産施設
③知的障害者通勤寮
【支援費の支給対象者】
身体障害者で、支援費の支給決定を受
けたものがサービスを利用した場合に
支給する。

【目的】
身体障害者更生・療護・授産施設およ
び知的障害者更生・授産施設・通勤寮
において、治療・指導・訓練等の施設
サービスを利用することにより、自立
と社会経済活動への参加を促進する。
【概要】
上記施設に入所又は通所により利用し
た際に、それに要する費用を支給す
る。
【対象者】
身体障害者・知的障害者
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって利用者負担額が発生する。
【経費負担】  国1/2  県1/4

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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25　知的障害者身障相互利
　用措置費

【目的】
知的障害者が身近な身体障害者施設に
通所し授産活動等を行い、自立の促
進、生活の質の向上を図る。
【対象者】
秋田市に居住する18歳以上の在宅の知
的障害者
【実施法人・施設】
秋田県身体障害者福祉協会（秋田ワー
クセンター）
緑光福祉会　（緑光苑）
【利用料】
利用者、扶養義務者の所得税額等に
よって支援費制度に準じた利用者負担
額が発生する。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

26　知的障害者公費負担医
　療費

【目的】
知的障害者福祉法による施設入所中の
知的障害者に係る医療の給付を行い、
保護者の経済的負担を軽減するととも
に障害者の福祉向上を図る。
【概要】
施設に入所している知的障害者が必要
な医療を受けたときは、その費用を公
費で支払う。老人医療に該当する者
は、市が施設に支弁する措置費として
医療費を負担する。
・給付率10割（保険給付＋公費負担）
【対象者】
施設入所中の知的障害者
【事務手順】
個人負担分を市が直接支払基金・国保
連合会・施設へ支払する。
【経費負担】
国1/2　市1/2

【目的】
知的障害者福祉法による施設入所中の
知的障害者に係る医療の給付を行い、
保護者の経済的負担を軽減するととも
に障害者の福祉向上を図る。
【概要】
施設に入所している知的障害者が必要
な医療を受けたときは、その費用を公
費で支払う。老人医療に該当する者
は、町が施設に支弁する措置費として
医療費を負担する。
・給付率10割（保険給付＋公費負担）
【対象者】
施設入所中の知的障害者
【事務手順】
個人負担分を町が直接支払基金、国保
連合会へ支払う。
【経費負担】
国1/2、県1/4

【目的】
知的障害者福祉法による施設入所中の
知的障害者に係る医療の給付を行い、
保護者の経済的負担を軽減するととも
に障害者の福祉向上を図る。
【概要】
施設に入所している知的障害者が必要
な医療を受けたときは、その費用を公
費で支払う。老人医療に該当する者
は、町が施設に支弁する措置費として
医療費を負担する。
・給付率10割（保険給付＋公費負担）
【対象者】
施設入所中の知的障害者
【事務手順】
個人負担分を町が直接支払基金、国保
連合会へ支払う。
【経費負担】
国1/2、県1/4

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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27　身体障害者生活支援事
　業

【目的】
地域において生活支援を必要とする身
体障害者およびその家族に対し、ケア
マネジャーによる、在宅福祉サービス
等の利用援助、社会資源の活用や障害
者自身の社会生活力を高めるための支
援、ピアカウンセリング、専門機関の
紹介などの情報提供や相談支援等総合
的な援助を行い、障害者の自立と社会
参加を促進する。
【概要】
秋田市が社会福祉法人北杜に委託
・実施施設：障害者生活支援センター
ほくと
【事業内容】
①ホームヘルパー、デイサービス、
ショートステイ等の利用援助
②社会資源を活用するための支援
③社会生活力を高めるための支援
④ピアカウンセリング
⑤専門機関の紹介
⑥苦情解決の援助
⑦障害者ケアマネジメント
平成14年度相談件数　1,624件

未実施 【目的】
地域において生活支援を必要とする身
体障害者およびその家族に対し、在宅
福祉サービス等の利用援助、社会資源
の活用や障害者自身の社会生活力を高
めるための支援、相談支援等総合的な
援助を行い、障害者の自立と社会参加
を促進する。
【概要】
・委託先：柏人会（はくじんかい）
・実施施設：柏の郷
【事業内容】
・ホームヘルパー、デイサービス、
ショートスティ等の利用援助
・社会資源を活用するための支援
・社会生活力を高めるための支援
・障害者ケアマネジメント
・苦情解決の援助
【算定方法】
平等割・人口割・身障者人数割

雄和町における実施
施設は「柏の郷」
（西仙北町）であ
り、秋田市実施施設
「ほくと」との重複
があるため調整が必
要である。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

28　身体障害者生活環境改
　善事業
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
在宅の重度身体障害者（児）又はその
保護者が、重度身体障害者の日常生活
を容易にするための住宅等を改造する
際にその費用を援助し、福祉の向上を
図る。
【内容】
・対象者：市内に住所を有し、身体障
害者手帳の交付を受けている者で、上
肢、下肢、体幹に障害を有し、障害程
度が１級、２級、３級の者（３級は車
いす使用者のみ）
・対象事業：浴室、便所、洗面所、台
所、居室の改造および玄関等のスロー
プ化ならびに屋内の段差解消工事
・費用：520,000円（日常生活用具給
付事業あるいは介護保険で住宅改修
（それぞれ上限200,000円）の対象と
なっている場合は、その額を除く。）

【概要】
在宅の重度身体障害者に対し、住宅を
改造することにより、日常生活の便宜
を図り、その福祉の増進に資すること
を目的とする。
【対象者】
身体障害者手帳を所持し、かつ下記の
全てに該当する者
①上肢、下肢又は体幹に障害を有す
る。
②障害の程度が原則として１級、２級
および３級である。
③属する世帯が、市町村民税非課税ま
たは所得税非課税である。
【補助額】　  限度額  500,000円
【負担割合】 県費  1/2  町費  1/2
【その他】　介護保険の住宅改修等、
他制度を利用できる場合は、他制度を
優先して利用する。

未実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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29　障害児通園（デイサ－
　ビス）事業費補助金
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
「ことば」や「聴こえ」に障害をもつ
在宅心身障害児を親子で通園させ、こ
とばの発達を促す「ことばの教室」事
業の運営に補助し、福祉の向上を図
る。

【概要】
 「ことばの教室」は、社会福祉法人
グリーンローズが「聴こえ」や「こと
ば」の遅れが目立つ子供の相談・訓
練・指導にあたるため、昭和47年から
実施した事業である。
当初は国庫補助事業であったが、昭和
50年に社会福祉法人グリーンローズが
「難聴幼児通園施設・オリブ園」を併
設したことにより、「ことばの教室」
への国庫補助が対象外となり、以来、
前年度国庫補助基準額の1/3を市単独
で補助している。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

30　知的障害者就労環境支
　援事業

【目的】
秋田市リサイクルプラザにおいて、知
的障害者が作業訓練を通して安定した
就労が図られるよう、指導員を配置
し、一般就労を目指すための就労の場
の確保を図る。

【概要】
・環境保全公社で採用する訓練生（知
的障害者）の作業や生活訓練をサポー
トするため、指導員２名を配置する。
・訓練生の修了後の進路についてサ
ポートするため、「秋田市リサイクル
プラザ訓練生サポート連絡会議」を開
催する。

【訓練作業内容】
空ビン選別作業等
訓練期間　３年
訓練生　　７名（H15.４月現在）

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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31　在宅障害児者地域生活
　支援事業

【目的】
在宅障害児（者）のライフステージに
応じた地域生活を支援するため、障害
児（者）施設の有する機能を活用しな
がら療育・相談体制の充実を図るとと
もに、各種福祉サービスの提供と援
助、調整等を行い、在宅障害児（者）
およびその家庭の福祉向上を図る。
【概要】
（実施事業名）
①在宅支援訪問療育等指導事業
②在宅支援外来療育等指導事業
③地域生活支援事業
④施設支援一般指導事業
⑤ケアマネジャーの配置
・委 託 先：社会福祉法人秋田育明会
・実施施設：竹生寮

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

32　重症心身障害児者通園
　事業

【目的】
在宅の重症心身障害児（者）に対し、
通園により、運動機能等に係る訓練、
指導等必要な療育を行い、運動機能等
の低下を防止するとともに、その発達
を促す。
【概要】
療育手帳Ａと重度の肢体不自由（１、
２級）を合わせ持つ重症心身障害児者
は、就学前は「小児療育センター」、
就学後は「養護学校」や「太平療育
園」を主に利用し、訓練しているが、
養護学校卒業後等は、日中の訓練の場
がなく、デイサービスセンター等を利
用しているのが現状となっている。
・実施主体：秋田県（13年１月から実
施）
・実施施設：肢体不自由児施設太平療
育園
・対　　象：市内の重症心身障害児者
・事業類型：Ｂ型

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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33　療育手帳交付事務
　（異動処理含む）

【内容】
知的障害者に対して、一貫した指導・
相談を行うとともに、知的障害者本人
および保護者が各種の援護措置を受け
やすくするために秋田県が発行してい
る療育手帳の交付事務補助

【事務処理】
・新規申請
・再判定申請
・各種記載事項変更届
・返還届
・心理判定依頼申請
・各種事務処理のシステム入力
・秋田県療育手帳基礎調査の報告

【概要】
療育手帳の交付申請、再交付申請、再
判定申請、記載事項変更届および返還
届について受理し、県に進達する。ま
た、それに伴う異動処理を行う。

【事務手続き】
・療育手帳に係る申請および届出を受
理し、内容を確認したうえで県に進達
する。
・交付された手帳を申請者へ送付す
る。
・手帳の新規交付、返還、記載事項の
変更等に伴う異動処理（知的障害者指
導台帳への登録等）を行う。
・再判定が必要な者については、再判
定時期を周知し、申請を促す。

【内容】
知的障害者に対して、一貫した指導・
相談を行うとともに、知的障害者本人
および保護者が各種の援護措置を受け
やすくするために秋田県が発行してい
る療育手帳の交付事務補助

【事務処理】
・新規申請
・再判定申請
・各種記載事項変更届
・返還届
・心理判定依頼申請

合併時に秋田市の制
度に統一する。

34　療育援助費 【内容】
在宅の重度知的障害児・者または重度
心身障害児・者（公的年金受給者を除
く）を扶養している父や母、又は父母
に代わって養育している者に支給され
る手当
月額 4,000円　年４回（６，９，12，
３月）支給
【事務処理】
・新規申請、変更届、消滅届の受付
・県へ書類を送付
・県からの通知を受給者に送付
　対象者　227人

【内容】
秋田県が在宅心身障害児・者を療育し
ている者に対して支給する療育援助費
の事務補助

【事務処理】
・申請者より認定請求書等を受理し、
県に進達
・毎年７月に現況届を取りまとめ、県
に進達

【内容】
秋田県が在宅心身障害児・者を療育し
ている者に対して支給する療育援助費
の事務補助

【事務処理】
・申請者より認定請求書等を受理し、
県に進達
・毎年７月に現況届を取りまとめ、県
に進達

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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35　身体障害者・知的障害
　者施設指導監査

【目的】
適正かつ健全な施設運営を確保するた
め、利用者の処遇、職員の待遇、施設
の整備状況等運営の全般について積極
的に助言・指導を行う。
【概要】
福祉総務課監査指導担当と連携を図
り、適正な法人・施設運営が確保され
るよう計画的な指導監査を実施する。
【監査対象】
身体障害者施設：療護施設・重度授産
施設
知的障害者施設：更生施設・授産施
設・小規模授産施設・グループホーム
○施設所管課としての主な監査項目
・適正な入所者処遇の確保
・入所者の生活環境等の確保
・自立、自活等への支援
・施設の運営体制の確立
・健康・給食・防災等

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

36　身体障害者および知的
　障害者福祉施設の整備設
　置許可

【目的】
福祉サービスの利益の保護および地域
における社会福祉の推進を図るととも
に、社会福祉事業の公明かつ適正な実
施の確保および社会福祉を目的とする
事業の健全な発達を図り、社会福祉の
増進に資することを目的とする。
【概要】
国、都道府県、市町村、社会福祉法人
およびそれら以外の者が、施設を設置
して、第１種社会福祉事業を経営しよ
うとするときは、その事業の開始前に
設置の届け出が必要で、中核市は最低
基準等の審査を行い、許可を与えるも
の
【事業内容】
施設の最低基準に適合するかどうかを
審査するほか、場合によっては必要な
事項について審査を行い許可を与え
る。
施設の設置許可は県との事務引継事項

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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37　緊急通報システム関係 【目的・内容】
急病や災害等の緊急時に、迅速かつ適
切に対応するため、緊急通報装置を貸
与し、障害者の日常生活の安全を図
る。
【障害福祉課における受付】
・「若年の身体障害者」の状況調査等
を障害福祉課で行う。（介護保険の２
号被保険者（40～65歳）で15疾病に該
当する人は高齢福祉課で受付する）
（最終的な決定は高齢福祉課で行う）
○貸与期間中
・トラブル発生時の訪問等の対応
・協力員等変更の対応
○廃止
・廃止の起案をし、決裁後、高齢福祉
課へ連絡する。（最終的な決定は高齢
福祉課で行う）

【事業の目的】
在宅の老人および重度身体障害者等の
健康と安全の確保のため緊急通報装置
を設置する。
装置を設置する対象者は、65歳以上の
ひとり暮らし高齢者およびひとり暮ら
しの重度身体障害者等で、特に必要と
認められる者
【概要】
利用者宅に設置した緊急通報装置の緊
急ボタンを押すと、第一通報者、第二
通報者（近隣・親戚）、第三通報者に
連絡される。
設置は、河辺町社会福祉協議会が町の
補助を受けて行う。
・利用者数　　39件

未実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

38　手話通訳関係事務 手話通訳者設置事業に基づき配置され
ている手話通訳者３名
・秋田市障害福祉課１名
・秋田市社会福祉協議会２名（委託）
【概要】
○秋田市障害福祉課１名
主に市役所に訪れた聴覚障害者等への
対応、各課からの要請および障害者の
行事、大会等の通訳
○秋田市社会福祉協議会２名
市内在住のろうあ者からの利用希望に
より、家庭生活、社会生活でのコミュ
ニケーションを円滑に行う手段の確保
のため、派遣等を行う。
【主な用務】
公的機関での手続き、病院での診察、
学校保護者会、講演会、大会行事、就
職面接、相談、手話講習

未実施
聴覚障害者数　52名

未実施
聴覚障害者数　24名

秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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39　各種大会関係 秋田市身体障害者福祉大会の開催
【目的】
身体の不自由な方々が一堂に集い、大
会を通して互いに交流しあうことによ
り自立意識を高め、市民の障害者に対
する正しい理解を深めることを目的と
する。
【概要】
○主催：秋田市身体障害者協会、秋田
市
○大会内容
・表彰（自立更生、団体育成）
・体験発表
・講演
・補装具機器の展示
・懇親会
・その他スポーツ大会等については職
員の派遣を行う。

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

40　障害者週間促進事業関
　係

【目的】
市民に、広く障害のある人の福祉につ
いての関心と理解を深めてもらうとと
もに、障害のある人があらゆる分野の
活動に参加する意欲を高めるため、12
月３日から９日（障害者の日）までの
国の定める「障害者週間」を受けて啓
発活動を行い、市民から障害者に対し
正しい理解と認識を持ってもらう。
【実施内容】
・国の障害者週間にちなみ、庁舎正面
に啓発用看板を設置する。
・障害者自らもボランティアとして参
加し、授産製品の販売、施設紹介およ
びアトラクションを企画しイベントを
開催（14年度　御所野イオンで開催)

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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41　身体障害者手帳交付事
　務（異動処理含む）

【目的】
身体障害者手帳の交付によって、身体
障害児・者がその障害の程度に応じ
て、補装具の交付や日常生活用具の給
付のほか、各種交通機関の割引、医療
費の助成、税の軽減、ヘルパー派遣な
どの制度を利用して、障害者の経済的
負担の軽減や自立と社会参加を促すこ
とを目的とする。
【事務手順】
・身体障害者手帳交付申請の受付
（指定医からの手帳診断書・意見書お
よび写真）
・診断書の内容について審査し、手帳
の交付を決定する。
・判断困難なものについては診断医へ
照会、又は審査部会に諮問する。
・申請者へ決定通知を送付し、手帳を
交付する。
・14年度新規交付数　1,049件
医師の指定・身体障害者手帳交付は県
との事務引継事項

【概要】
身体障害者手帳の交付申請、再交付申
請、氏名・居住地変更届および返還届
について受理し、県に進達する。ま
た、それに伴う異動処理を行う。
【事務手続】
○身体障害者手帳に係る申請および届
出を受理し、内容を確認したうえで県
に進達する。
○交付された手帳を申請者へ送付す
る。
○手帳の新規交付、返還、記載事項の
変更等に伴う異動処理（更生指導台帳
への登録等）を行う。
・14年度新規交付数　58件

【目的】
身体障害者手帳の交付によって、身体
障害児･者がその障害の程度に応じ
て、補装具の交付や日常生活用具の給
付のほか、各種交通機関の割引、医療
費の助成、税の軽減、ヘルパー派遣等
の制度を利用して、障害者の経済的負
担の軽減や自立と社会参加を促すこと
を目的とする。
【事務手順】
・身体障害者手帳交付申請の受付
（指定医からの身体障害者手帳診断
書、意見書および写真）
・県へ判定依頼のため進達
・県より判定結果、および身体障害者
手帳が交付され次第、申請者へ手帳を
交付する。
・14年度新規交付数　29件

合併時に秋田市の制
度に統一する。

42　身障・知的統計関係
　（報告）

【内容】
以下の項目について集計し、厚生労働
省へ報告する。
・身体障害者手帳交付台帳登載数
・18歳以上の身体障害者手帳新規交付
者数
・身体障害者の更生援護
・身体障害者の補装具交付および修理
・身体障害者の更生医療
・身体障害者短期入所事業・入所延人
員・延日数
・ホームヘルパー・派遣対象世帯数
・身体障害児童の育成医療・未熟児の
養育医療および結核児童の療育給付
・身体障害児童の補装具交付および修
理
・障害児（者）短期入所事業実施状況
・福祉事務所における知的障害者相談
・知的障害者援護施設・在所者等
・職親・職親に委託されている知的障
害者

【内容】
以下の項目について集計し、厚生労働
省へ報告する。
・身体障害者手帳交付台帳登載数
・18歳以上の身体障害者手帳新規交付
者数
・身体障害者の更生援護
・身体障害者の舗装具交付および修理
・身体障害者の更生医療
・身体障害者の短期入所事業、入所延
人員、延日数
・ホームヘルパー、派遣対象世帯数

【内容】
以下の項目について集計し、厚生労働
省へ報告する。
・身体障害者手帳交付台帳登載数
・18歳以上の身体障害者手帳新規交付
者数
・身体障害者の更生援護
・身体障害者の補装具交付および修理
・身体障害者の更生医療
・身体障害者の短期入所事業、入所延
人員、延日数
・ホームヘルパー、派遣対象世帯数

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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43　社会福祉審議会障害者
　専門分科会審査部会関係

【目的】
・身体障害者障害程度等級の審査・決
定
・身体障害者福祉法第15条に規定する
医師の指定についての審査・決定
【内容】
・医学的判断が必要なため事務レベル
で認定困難な身体障害者診断書・意見
書について審査するもの
【事務手順】
・審査案件を秋田市社会福祉審議会障
害者専門分科会審査部会に諮問する。
・審査部会を開催し、審査を行う。
・審査結果について市長に答申する。
・答申に基づき身体障害者手帳の交
付、15条の医師の指定を決定し通知す
る。
※年４回開催（６月、９月、12月、３
月）

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

44　減免・割引各種証明事
　務

身体障害者手帳・療育手帳所持者等
が、等級や種類に応じ、免除や割引制
度を受けるための証明事務
【事務の種類】
・自動車税、自動車取得税、軽自動車
税減免関係
県税事務所で行っている障害者の自動
車税等の軽減措置上必要な書類であ
る、障害者と運転者の生計が同一であ
るという生計同一証明書を発行する。

・NHK放送受信料減免関係
障害者により申請されたＮＨＫ放送受
信料免除申請書を確認し、免除対象に
なる場合証明する。

・有料道路通行料金割引
障害者が、有料道路通行料金の割引制
度の対象となる場合、有料道路通行割
引証を発行する。

身体障害者手帳・療育手帳所持者等
が、等級や種類に応じ、免除や割引制
度を受けるための証明事務
【事務の種類】
・自動車税、自動車取得税、軽自動車
税減免関係
県税事務所で行っている障害者の自動
車税等の軽減措置上必要な書類であ
る、障害者と運転者の生計が同一であ
るという生計同一証明書を発行する。

・NHK放送受信料減免関係
障害者により申請されたＮＨＫ放送受
信料免除申請書を確認し、免除対象に
なる場合証明する。

・有料道路通行料金割引
障害者が、有料道路通行料金の割引制
度の対象となる場合、有料道路通行割
引証を発行する。

身体障害者手帳・療育手帳所持者等
が、等級や種類に応じ、免除や割引制
度を受けるための証明事務
【事務の種類】
・自動車税、自動車取得税、軽自動車
税減免関係
県税事務所で行っている障害者の自動
車税等の軽減措置上必要な書類であ
る、障害者と運転者の生計が同一であ
るという生計同一証明書を発行する。

・NHK放送受信料減免関係
障害者により申請されたＮＨＫ放送受
信料免除申請書を確認し、免除対象に
なる場合証明する。

・有料道路通行料金割引
障害者が、有料道路通行料金の割引制
度の対象となる場合、有料道路通行割
引証を発行する。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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45　更生医療の給付 【目的】
障害の消失、機能の改善、機能を維持
するためにおこなう医療で、医療費の
軽減を図るもの
【概要】
障害者に対し、障害の消失、機能の改
善、機能を維持するために必要な医療
行為に対し、自己負担額を設定し、医
療費の助成を行うもの
【事務手順】
・更生医療の申請手続きをする。
・判定に基づき医療券を交付する。
・自己負担額を病院へ支払う。
・自己負担額を差し引いた医療費の公
費分を秋田県診療報酬支払基金および
秋田県国民健康保険団体連合会に支払
う。
14年度　414件
更生医療機関の指定は県との事務引継
事項

【概要】
身体障害者の職業能力を増進し、ある
いは日常生活の便宜を増すために、障
害の程度を軽くしたり、取り除いた
り、あるいは障害の進行を防ぐ医療を
給付する。
【対象者】
身体障害者手帳の交付を受けている18
歳以上の方
【給付内容】
①診察
②薬剤または治療材料の支給
③医学的処置、手術およびその他の治
療、施術
④病院または診療所への入院
⑤看護
⑥移送
【負担割合】
国庫  1/2  県費  1/4  町費 1/4
14年度　10件

【目的】
障害の消失、機能の改善、機能を維持
するために行う医療で、医療費の軽減
を図るもの
【概要】
障害者に対し、障害の消失、機能の改
善、機能を維持するために行う医療行
為に対し、自己負担額を設定し、医療
費の助成を行うもの
【事務手順】
・更生医療の申請手続きをする。
・判定に基づき医療券を交付する。
・自己負担額を病院に支払う。
・自己負担額を差し引いた医療費の公
費負担分を秋田県診療報酬支払基金お
よび秋田県国民健康保険団体連合会に
支払う。
14年度　11件

合併時に秋田市の制
度に統一する。

46　福祉手当 【概要】
障害基礎年金制度、特別障害者手当の
創設により福祉手当は廃止されたが下
記の受給資格者に対しては経過措置と
して従来の例により福祉手当を支給す
る。
【対象者】
昭和61年３月31日現在20歳以上で昭和
61年４月１日現在福祉手当の受給者。
（障害基礎年金および特別障害者手当
に非該当）
※新規認定者なし、所得制限あり。
ただし、次の場合は受けられない。
①施設入所（措置決定された場合）し
ているとき
②障害を理由とする公的年金を受けて
いるとき
【手当額】　月額14,480円（年４回
２、５、８、11月）
14年度　件数　24人

【概要】
障害基礎年金制度、特別障害者手当制
度の創設により福祉手当制度は廃止さ
れたが、下記の受給資格者に対しては
経過措置として従来の例により福祉手
当を支給する。
【対象者】
昭和61年３月31日現在20歳以上で、昭
和61年４月１日現在福祉手当を受給し
ている者。障害基礎年金および特別障
害者手当受給者は非該当となる（新規
認定は行われない。）。なお、下記に
該当する場合は支給されない。
①手当を受ける人、または同居してい
る配偶者、および扶養義務者の前年の
所得が一定額以上ある場合
②手当を受ける人が、病院または診療
所に３カ月以上入院した場合
【事務手続】
新規認定は行われない。受給者につい
て、毎年所得状況及び受給資格を再確
認し、県（福祉事務所）に報告
14年度　件数    １人

【概要】
障害基礎年金制度、特別障害者手当の
創設により福祉手当は廃止されたが下
記の受給資格者に対しては経過措置と
して従来の例により福祉手当を支給す
る。
   （町村は経由事務、県へ進達）
【対象者】
昭和61年３月31日現在20歳以上で昭和
61年４月１日現在福祉手当の受給者。
（障害基礎年金および特別障害者手当
に非該当）
※新規認定者なし、所得制限あり。
ただし、次の場合は受けられない。
①施設入所（措置決定された場合）し
ているとき
②障害を理由とする公的年金を受けて
いるとき

14年度　件数　１人

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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47　更生訓練費給付 【目的】
身体障害者更生施設・授産施設に入所
している者に、訓練を効果的に受ける
ことを可能にするための費用を支給
し、社会復帰の促進を図る。
【対象者】
身体障害者更生施設・授産施設に入所
し、更生訓練を受けている者。ただ
し、生活保護受給者または利用者負担
金の算定の対象となる収入から更生訓
練費相当額を控除した後の額が27万円
以下の者に限る。
【事務手順】
・申請書、委任状および請求書受理
・請求の内容を確認し、支払
（秋田市において更生訓練費の支給
は、すべて、支給対象者より委任され
た施設長に対しておこなっている。）
【支給額】
「訓練のための経費」に「通所のため
の経費」を合算した額
【経費負担】
国　1/2　　　年間約80件

【目的】
肢体不自由者更生施設、身体障害者授
産施設等における訓練の効果を上げる
ため、更生訓練を受けるのに必要な費
用を支給する。
【支給対象者】
身体障害者更生援護施設へ入所し、更
生訓練を受けている身体障害者のう
ち、生活保護受給者又は費用徴収の対
象となる収入（更生訓練費相当額を必
要経費として控除する前の額）から更
生訓練費相当額を控除した後の額が27
万円以下の者
【支給内容】
参考書・ノート・訓練用具の購入費等
および通所の場合の交通費など、訓練
に要する費用について、施設の種類・
訓練日数に応じて支給

未実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

48　育成医療給付 【目的】
身体に障害のある児童に対して、生活
能力を得るために必要な医療費の助成
を行う。
身体に障害のある児童に対し、生活能
力を得るために行われる手術等の医療
費を助成する。
【事務手順】
・育成医療の申請
・医療券を交付
・自己負担額を病院へ支払
・自己負担額を差し引いた医療費の公
費分を秋田県診療報酬支払基金および
秋田県国民健康保険団体連合会に支払
14年度　221件
・育成医療の給付・育成医療機関の指
定は秋田中央保健所からの事務引継を
要する。

未実施
河辺・雄和地区　秋田中央保健所南出
張所にて受付
１件

未実施
河辺・雄和地区　秋田中央保健所南出
張所にて受付
１件

秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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49　身体障害者更生援護施
　設入所者就職支度金支給

【目的】
身体障害者更生施設・授産施設に入所
（通所）している者が訓練を終了し
て、就職等により自立する場合、就職
支度金を支給し、社会復帰の促進を図
ることを目的とする。

【対象者】
身体障害者福祉法第18条により措置入
所（通所）している者であって、更生
訓練を終了し、就職または自営により
措置が解除されることとなった者
【支給額】
36,000円
【事務手続き】
本人からの申請に基づき、審査のうえ
で支給する。
【その他】
対象者：なし（平成14年度）

未実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。

50　重度身体障害者（児）
　日常生活用具給付
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
重度障害者（児）日常生活用具給付等
の事業は、在宅重度障害者（児）に対
し、浴槽、訓練用ベット等の日常生活
用具を給付又は貸与することにより、
日常生活の便宜を図ることを目的とす
る。

【内容】
種目および対象者－種目は「「重度障
害者（児）に対する日常生活用具の給
付等について」の一部改正について」
における別表の「種目」欄に掲げる用
具とし、その対象者は同表の「対象
者」欄に掲げる障害者（児）とする。
【事務手順】
・申請受理、見積依頼、見積書受理、
所得調査、起案、通知書発送、請求
14年度実績　165名

【目的】
在宅重度障害者（児）に対し、浴槽、
訓練用ベッド等の日常生活用具を給付
又は貸与することにより、日常生活の
便宜を図ることを目的とする。
【対象種目及び対象者】
「「重度障害者（児）に対する日常生
活用具の給付等について」の一部改正
について」（平成14年３月27日障発第
0327003号）における別表に規定する
種目および対象者とする。
【事務手順】
・申請受理、委託業者へ見積り依頼、
見積り受理、課税状況等の調査、起
案、通知書等発行
【その他】
補装具給付事業と同様、自己負担額は
徴収しない。
14年度実績　９名

【目的】
重度障害者（児）日常生活用具給付等
の事業は、在宅重度障害者（児）に対
し、浴槽、訓練用ベット等の日常生活
用具を給付又は、貸与することにより
日常生活の便宜を図ることを目的とす
る。

【内容】
種目および対象者－種目は「「重度障
害者（児）に対する日常生活用具の給
付等について」の一部改正について」
における別表の「種目」欄に掲げる用
具とし、その対象者は、同表の｢対象
者｣に掲げる障害者（児）とする。

【事務手順】
・申請受理、見積依頼、見積書受理、
所得調査、起案、通知書発送、請求

14年度実績　３名

河辺町は自己負担分
に対し、全額補助を
行っている。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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51　障害児福祉手当 【目的】
在宅の重度障害児に対し、その重度の
障害のために生じる特別の負担の手助
けとして手当を支給し、福祉の増進を
図ることを目的とする。
【支給対象者】
20歳未満であって、常時介護を必要と
し、特に障害の重い在宅の重度障害児
に対して支給
【支給金額】 　月額14,480円（平成
15年４月）
【支給方法】   年４回（２、５、
８、11月）に分けて口座振込で支給
件数　251件
受給資格認定は県との事務引継事項

【目的】
精神又は身体に著しく重度の障害を有
し、常時特別な介護を必要とする20歳
以下の在宅の障害児を対象に手当を支
給する。
 【支給金額】
月額14,610円（平成14年度）
【手続き】
所定の認定請求書、診断書、前年所得
の証明書、世帯全員の住民票の写し、
本人の戸籍「謄本」または「抄本」を
提出してもらう。
（１～６月に申請する場合は前々年の
所得証明書）
受理したら内容を確認し、県に進達す
る。
【経費負担】なし
件数　　　５人

【目的】
在宅の重度障害児に対し、その重度の
障害のために生じる特別の負担の手助
けとして手当を支給し、福祉の増進を
図ることを目的とする。
【対象者等】
20歳未満であって、常時介護を必要と
し、特に障害の重い在宅の重度障害児
に対して支給する。
件数　　５人
【事務手順等】
町村は、県への進達事務。

合併時に秋田市の制
度に統一する。

52　進行性筋萎縮症者療養
　等給付

【目的】
進行性筋萎縮症に罹患している身体障
害者に対し、療養に合わせて必要な訓
練等を行い、もって、その福祉の増進
を図ることを目的とする。
【対象者】
身体障害者手帳の交付を受けている18
歳以上の進行性筋萎縮症者であって、
その治療等に特に長期間を要する者
【事務手順】
・申請書および診断書受理
・秋田県障害者相談センターへ療養給
付判定を依頼
・療養等給付要否意見書を相談セン
ターより受理
・療養等給付依頼書を療養等担当機関
へ送付
・療養等給付受諾書受理
・対象者より前年中の収入申告書徴収
・療養等給付

【目的】
進行性筋萎縮症に罹患している身体障
害者に対し療養を給付し、必要な訓練
を行うことにより、その福祉の増進を
図ることを目的とする。
【事業内容】
進行性筋萎縮症者を医療機関に措置入
所又は通所をさせ、必要な治療、訓練
および生活指導を行う。
【事務手続き】
○申請書受理
○身体障害者更生相談所（障害者相談
センター）に判定依頼。認定の場合、
医療機関に措置委託を行い、当該申請
者には「療養等給付券」を発行。却下
の場合は「却下通知書」にて通知す
る。
○毎年７月に所得状況調査を行い、自
己負担額を再認定する。

未実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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53　身体障害者自動車運転
　免許取得費助成

【目的】
身体障害者の自立更生を図るため、自
動車運転免許の取得に要した費用の一
部を助成し、身体障害者の就労等社会
活動への参加を促進する。
【内容】
・対象者：市内に居住し身体障害者福
祉法に規定するおおむね４級以上で身
体障害者手帳の交付を受けた肢体不自
由および聴覚障害者
・申請期限：免許証の交付を受けてか
ら６カ月以内
・提出書類：自動車運転免許取得費助
成申請書（教習実績書を添付）
・助成額：費用の2/3（132千円限度）
※千円未満切捨て
(社会参加促進事業に計上)

【概要】
身体障害者の自立更生を図るため、自
動車運転免許の取得に要した費用の一
部を助成し、身体障害者の就労等、社
会参加活動を促進することを目的とす
る。
【対象者】
県内に居住し、身体障害者福祉法に規
定するおおむね４級以上の身体障害者
手帳の交付を受けた肢体不自由者およ
び聴覚障害者
【助成額】
要した費用の2/3以内（限度額：132千
円）

【目的】
身体障害者の自立更正を図るため、自
動車運転免許の取得に要した費用の一
部を助成し、身体障害者の就労等社会
参加を促進する。
【内容】
・雄和町に居住し、身体障害者福祉法
に規定する概ね４級以上で、身体障害
者手帳の交付を受けた肢体不自由およ
び聴覚障害者を対象とする。
・申請期限‐免許証の交付を受けてか
ら６ヶ月以内
・提出書類‐自動車運転免許取得費助
成申請書（教習実績書を添付）
・助成費‐費用の2/3（132千円限度）

合併時に秋田市の制
度に統一する。

54　身体障害者（児）補装
　具の交付及び修理
　（当該事業に係る補助金
　の取扱いについては、議
　案第33号補助金等の取扱
　いに関する件の関連資料
　にも調整方針を掲載して
　いる）

【目的】
身体障害者の日常生活や社会生活の向
上を図るため、その失われた身体機能
や損傷のある身体機能を補う、補装具
の交付や修理を行う。
【事務手順】
・申請受理、（判定依頼）、見積依
頼、見積書受理、所得調査、起案、通
知書発送、請求
【実施主体】
国1/2、市1/2
14年度実績　交付2,275件　修理278件

【目的】
身体に障害のある方の不自由な部位を
直接的に補い、日常生活又は就労上の
可動範囲を広げ、能率向上を図るため
の各種用具を交付および修理する。
【負担割合】
国　1/2　県　1/4　町　1/4
14年度実績　新規交付者数135件
補装具は交付・修理に対し交付（修
理）券を発行し自己負担分を補助して
いる。
14年度　自己負担分補助対象者43名
補助額　302,796円

【目的】
身体障害者の日常生活や社会生活の向
上を図るために、その失われた身体機
能や損傷のある身体機能を補うため、
補装具の交付や修理を行う。
【実務手順】
・申請受理、判定依頼、見積依頼、見
積書受理、所得調査、起案、通知書発
送、請求
【実施主体】 国1/2、県1/4
14年度実績　　　新規交付者数43件

河辺町は交付・修理
にかかる自己負担分
に対し全額補助を
行っている。

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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55　特別障害者手当 【支給対象者】
20歳以上で身体に障害を有し、おおむ
ね１～２級程度の障害が重複してお
り、日常生活において常時特別な介護
を必要とする在宅障害者に対して支給
【支給制限】
次に該当する場合は、手当の支給が受
けられない。
１.手当を受ける人、又は配偶者、お
よび生計を維持する扶養義務者の前年
の所得が一定額以上ある場合
２.障害者が通所施設等を除く施設に
入所している場合
３.障害者が病院又は診療所に３ヶ月
以上入院した場合
【支給金額】
月額　26,620円（平成15年度）
【支給方法】
２月、５月、８月、11月の４回に分け
て口座振込

【目的】
精神又は身体に著しく重度の障害を有
し、常時特別な介護を必要とする20歳
以上の在宅の障害者を対象に手当を支
給する。
【支給金額】
月額26,620円（平成15年度）
【支給制限】
次にあてはまる場合は、手当の支給が
受けられない。
１.手当を受ける人、又は同居してい
る配偶者、および扶養義務者の前年の
所得が一定額以上ある場合
２..障害者が、老人ホーム等の通所施
設等を除く施設に入所している場合
３.障害者が、病院又は診療所に３カ
月以上入院した場合

【支給対象者】
20歳以上で身体に障害を有し、おおむ
ね１～２級程度の障害が重複してお
り、日常生活において常時特別な介護
を必要とする在宅障害者に対して支給
【支給制限】
次に該当する場合は、手当の支給が受
けられない。
１.手当を受ける人、又は配偶者、お
よび生計を維持する扶養義務者の前年
の所得が一定額以上ある場合
２.障害者が通所施設等を除く施設に
入所している場合
３.障害者が病院又は診療所に３ヶ月
以上入院した場合
【支給金額】
月額　26,620円（平成15年度）
【支給方法】
２月、５月、８月、11月の４回に分け
て口座振込

合併時に秋田市の制
度に統一する。

56　身体障害者用自動車改
　造費助成

【目的】
重度身体障害者が就労等に伴い自動車
を取得する場合、その自動車の改造に
要する経費を助成することにより重度
身体障害者の社会復帰の促進を図り、
その福祉の増進に資すること
【内容】
・対象者：身体障害者手帳の交付を受
けている低所得世帯に属する重度の下
肢又は体幹機能障害者等であって、就
労等に伴い自らが所有し、運転する自
動車の操向装置等の一部を改造する必
要があるもの
・助成対象経費：操向装置および駆動
装置等の改造に要する経費
・提出書類：自動車改造費助成申請
書、見積書、運転免許証の提示
(社会参加促進事業に計上)

未実施 未実施 秋田市のみ実施 合併時に秋田市の制
度に統一する。
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57　特別児童扶養手当 【目的】
知的又は身体に中・重度の障害を有す
る20歳未満の児童を扶養している人に
対して手当を支給し、福祉の増進を図
る。
【概要】
○障害の程度：知的障害で、日常生活
に著しい制限を受けるもの
○支給金額：障害の程度により、１級
（重度）と２級（中度）に分かれる。
・１級（重度障害児）月額51,100円
（平成15年４月）
・２級（中度障害児）月額34,030円
（平成15年４月）
○支給方法：年３回　（４・８・11
月）に分けて郵便局の口座に振込
○件数　１級350件　２級229件

【事業目的】
身体、知的又は精神に障害のある児童
を監護している者に対して、特別児童
扶養手当を支給することにより、障害
児の福祉の増進を図る。
【概要】
○受給資格
20歳未満で政令で定める障害の状態に
ある児童を監護している親、もしくは
親に代わってその児童を養育している
者で、所得額が所得制限限度額以下の
者
○支給期日
４月、８月、11月に県から支給する。
（随時払あり）
○支給額
１級  51,100円（平成15年４月から）
２級　34,030円（平成15年４月から）

【目的】
知的又は身体に中・重度の障害を有す
る20歳未満の児童を扶養する保護者に
対して手当を支給し、福祉の増進を図
る。
【概要】
・障害の程度…知的障害で日常生活に
著しい障害を受けるもの
・支給制限
　扶養義務者の所得に応じて支給制限
　児童が施設入所している場合
　児童が公的年金を受給の場合
【支給額】
・１級  月額51,100円
・２級  月額34,030円
【支給方法】
・年３回（４、８、11月）郵便局の口
座へ振込

合併時に秋田市の制
度に統一する。

58　老人保健（医療適正化
　対策）事業

診療報酬明細書（レセプト）点検等に
よる老人医療費適正化対策
             　（国庫補助事業）
【対象事業】
 ○レセプト点検(請求点数等)事業
 ○レセプト点検(縦覧)事業
 ○実地調査(第三者行為等調査)事業
 ○重複・頻回受信者訪問指導事業
 ○その他老人医療費適正化対策事業
 ○老人医療費適正化特別対策事業
【実施事業】
 ○レセプト点検(請求点数等)事業
 ○レセプト点検(縦覧)事業

秋田市に同じ

診療報酬明細書（レセプト）点検等に
よる老人医療費適正化対策
             　（国庫補助事業）
【対象事業】
 ○レセプト点検(請求点数等)事業
 ○レセプト点検(縦覧)事業
 ○実地調査(第三者行為等調査)事業
 ○重複・頻回受信者訪問指導事業
 ○その他老人医療費適正化対策事業
 ○老人医療費適正化特別対策事業
【実施事業】
 ○レセプト点検(請求点数等)事業
 ○レセプト点検(縦覧)事業

秋田市に同じ

診療報酬明細書（レセプト）点検等に
よる老人医療費適正化対策
             　（国庫補助事業）
【対象事業】
 ○レセプト点検(請求点数等)事業
 ○レセプト点検(縦覧)事業
 ○実地調査(第三者行為等調査)事業
 ○重複・頻回受信者訪問指導事業
 ○その他老人医療費適正化対策事業
 ○老人医療費適正化特別対策事業
【実施事業】
 ○レセプト点検(請求点数等)事業
 ○レセプト点検(縦覧)事業

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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59　老人保健事務（医療） 老人保健法に基づく事務
【資格・異動関係】
○各種申請、届出の受理および処理
・帳票類はシステムより印字出力
　のうえ申請
・高額医療費の支給申請は制度
　改正時１回のみ申請

【台帳・交付簿・受給者証等管理】
○老人・福祉医療電算システム管理

【給付関係】
○現物給付（医療費、入院時食事療
　　　　　　養費、特定療養費）
・社会保険診療報酬支払基金、国保健
康保険連合会にレセプト審査、保険者
支払を委託
○現金給付（医療費等のやむを得ない
場合の償還払い等）
・老人高額医療費
　診療月の５ヶ月後に償還
　　（返戻、過誤調整精査後本人の
　　　登録口座に振込）

【交付金・負担金等申請事務】
社会保険診療報酬支払基金、国、県に
交付金又は負担金の申請および実績報
告、精算(翌年度)を行う。

老人保健法に基づく事務
【資格・異動関係】
○各種申請、届出の受理および処理
・帳票類は印刷、手書き申請
・高額医療費の支給申請は発生
　時に申請（１回のみ）

【台帳・交付簿・受給者証等管理】
○手書き管理、一部国保連委託

【給付関係】
○現物給付（医療費、入院時食事療
　　　　　　養費、特定療養費）
　秋田市と同じ
○現金給付（医療費等のやむを得ない
場合の償還払い等）
・老人高額医療費
　抽出、算定は国保連合会委託
　約４ヶ月後該当者へ連絡、支払

【交付金・負担金等申請事務】
秋田市と同じ

老人保健法に基づく事務
【資格・異動関係】
○各種申請、届出の受理および処理
・帳票類は印刷、手書き申請
・高額医療費の支給申請は発生
　時に申請（１回のみ）
　　秋田市方式に修正中

【台帳・交付簿・受給者証等管理】
○手書き管理、一部国保連委託

【給付関係】
○現物給付（医療費、入院時食事療
　　　　　　養費、特定療養費）
　秋田市と同じ
○現金給付（医療費等のやむを得ない
場合の償還払い等）
・老人高額医療費
　抽出、算定は国保連合会へ委託
  約３ヶ月後該当者へ連絡、支払

【交付金・負担金等申請事務】
秋田市と同じ

老人高額医療費の支
払時期に違いがある

秋田市　５ヶ月後
河辺町　４ヶ月後
雄和町　３ヶ月後

合併時に秋田市の制
度に統一する。

60　乳幼児医療費助成事業 乳幼児の医療費の自己負担分を助成
し、受給者の心身の健康保持と生活の
安定を図る。
【対象者】
○県制度　満６歳に達する日以後の
最初の３月31日までの児童（所得制限
あり）
○市制度　県の所得制限を超える未就
学児の入院および０～１歳児の通院
【財源】
○県制度　県1/2、市1/2
○市制度　全額市負担

乳幼児の医療費の自己負担分を助成
し、受給者の心身の健康保持と生活の
安定を図る。

【対象者】
○県制度　秋田市と同じ
○町制度　県制度の所得制限を超え
る未就学児の入院および通院

【財源】
○県制度　県1/2、町1/2
○町制度　全額町負担

乳幼児の医療費の自己負担分を助成
し、受給者の心身の健康保持と生活の
安定を図る。

【対象者】
○県制度　　秋田市と同じ
○町制度　　県制度の所得制限を超え
る未就学児の入院および通院

【財源】
○県制度　県1/2、町1/2
○町制度　全額町負担

乳幼児の通院（２～
６歳児）についての
単独事業の格差

秋田市
　　所得制限あり
河辺町
　　所得制限なし
雄和町
　　所得制限なし

両町の合併前の受給
者について、合併後
最初の更新時（平成
17年８月１日）に秋
田市の制度に統一す
る。
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61　心身障害者医療費助成
　事業

身体障害児者の医療費の自己負担分を
助成し、受給者の心身の健康保持と生
活の安定を図る。（県制度）
所得制限あり、現物給付、1/2負担
【対象者】
①重度身体障害児者
　（身障手帳１～３級、療育手帳A）
②高齢身体障害者
　（65歳以上身障手帳４～６級等）

秋田市に同じ

身体障害児者の医療費の自己負担分を
助成し、受給者の心身の健康保持と生
活の安定を図る。（県制度）
所得制限あり、現物給付、1/2負担
【対象者】
①重度身体障害児者
　（身障手帳１～３級、療育手帳A）
②高齢身体障害者
　（65歳以上身障手帳４～６級等）

秋田市に同じ

身体障害児者の医療費の自己負担分を
助成し、受給者の心身の健康保持と生
活の安定を図る。（県制度）
所得制限あり、現物給付、1/2負担
【対象者】
①重度身体障害児者
　（身障手帳１～３級、療育手帳A）
②高齢身体障害者
　（65歳以上身障手帳４～６級等）

合併時に秋田市の制
度に統一する。

62　ひとり親家庭等医療費
　助成事業

母子・父子家庭等の医療費の自己負担
分を助成し、受給者の心身の健康保持
と生活の安定を図る。(県制度)
所得制限あり、現物給付、1/2負担
【対象者】
18歳に達する３月31日までの間にある
母子・父子家庭・父母のいない児童等

秋田市に同じ

母子・父子家庭等の医療費の自己負担
分を助成し、受給者の心身の健康保持
と生活の安定を図る。(県制度)
所得制限あり、現物給付、1/2負担
【対象者】
18歳に達する３月31日までの間にある
母子・父子家庭・父母のいない児童等

秋田市に同じ

母子・父子家庭等の医療費の自己負担
分を助成し、受給者の心身の健康保持
と生活の安定を図る。(県制度)
所得制限あり、現物給付、1/2負担
【対象者】
18歳に達する３月31日までの間にある
母子・父子家庭・父母のいない児童等

合併時に秋田市の制
度に統一する。
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